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特  集
ドイモイ 30 年
―模索するベトナム―

　

本
稿
執
筆
中
の
二
〇
一
六
年
一
二
月
。

一
九
八
六
年
一
二
月
一
五
～
一
八
日
に

開
か
れ
た
第
六
回
ベ
ト
ナ
ム
共
産
党
全

国
代
表
者
大
会
（
以
下
、
党
大
会
）
に

お
い
て
、
現
在
の
ド
イ
モ
イ
路
線
に
繋

が
る
突
破
口
が
開
か
れ
て
か
ら
三
〇
年

が
経
過
し
た
。
同
党
大
会
以
降
、
ベ
ト

ナ
ム
は
、
国
家
丸
抱
え
の
計
画
経
済
体

制
か
ら
、
国
家
が
管
理
す
る
市
場
経
済

に
基
づ
く
経
済
運
営
へ
の
移
行
を
軸
と

す
る
改
革
を
進
め
て
き
た
。

　

本
特
集
で
は
、「
ド
イ
モ
イ
」
と
呼

ば
れ
る
包
括
的
な
改
革
路
線
に
正
式
に

踏
み
出
し
て
三
〇
年
と
い
う
節
目
を
迎

え
た
ベ
ト
ナ
ム
に
つ
い
て
、
経
済
・
社

会
・
文
学
・
社
会
福
祉
・
対
外
関
係
と

い
う
多
角
的
な
観
点
か
ら
考
察
す
る

（
各
論
考
は
、
そ
れ
ぞ
れ
独
立
し
て
い

る
。
そ
こ
で
示
さ
れ
た
知
見
、
分
析
、

認
識
、
理
解
は
執
筆
下
さ
っ
た
皆
様
に

属
す
る
。
な
お
、
途
中
、
政
治
の
執
筆

予
定
者
か
ら
辞
退
の
連
絡
が
入
っ
た
。

筆
者
の
責
任
で
あ
り
、
お
詫
び
申
し
上

げ
る
）。
以
下
、
本
稿
で
は
各
論
考
に

向
け
た
入
口
と
し
て
、「
ド
イ
モ
イ
」

と
い
う
言
葉
の
意
味
と
歴
史
的
経
緯
に

つ
い
て
認
め
る
。

● 
﹁
ド
イ
モ
イ
﹂
と
い
う
言
葉

　
「
ド
イ
モ
イ
」
と
は
ベ
ト
ナ
ム
語
で

「đổi m
ới

」
と
書
く
。
文
化
・
情
報
出

版
社
の
グ
エ
ン
・
ニ
ュ
ー
・
イ
ー
編
『
ベ

ト
ナ
ム
語
大
辞
典
』（
一
九
九
九
年
）、

ダ
ナ
ン
出
版
社
発
行
、
辞
書
学
セ
ン
タ

ー
の
『
ベ
ト
ナ
ム
語
辞
典
』（
各
年
版
）

の
説
明
に
共
通
す
る
の
は
、「
以
前
に

比
べ
て
、
よ
り
進
歩
し
た
状
態
に
変
化

す
る
」
こ
と
と
い
う
説
明
で
あ
る
。

　

興
味
深
い
の
は
、
手
元
の
『
ベ
ト
ナ

ム
語
辞
典
』
各
年
版
の
説
明
が
、
先
述

の
内
容
を
コ
ア
と
し
つ
つ
も
、
版
に
よ

り
少
し
変
わ
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。

筆
者
の
手
元
に
あ
る
の
は
、
二
〇
〇
一

年
、
二
〇
〇
三
年
、
二
〇
〇
四
年
、
二

〇
〇
八
年
、
二
〇
〇
九
年
、
二
〇
一
一

年
の
各
版
で
あ
る
。
例
を
ひ
と
つ
挙
げ

れ
ば
、
こ
の
う
ち
前
三
者
は
、「
落
伍
・

遅
滞
の
状
況
を
克
服
し
、
発
展
の
要
求

を
満
た
す
」
と
い
う
文
言
が
変
化
、
変

化
後
の
方
向
、
状
態
の
説
明
と
し
て
付

さ
れ
て
い
る
。
他
方
、
後
三
者
で
は
、

同
じ
部
分
で
そ
の
代
わ
り
に
「
発
展
の

要
求
を
満
た
す
」
と
い
う
文
言
の
み
が

付
さ
れ
て
い
る
。
少
な
く
と
も
以
上
の

こ
と
は
、「
ド
イ
モ
イ
」
と
い
う
言
葉

が
「
以
前
に
比
べ
て
、
よ
り
進
歩
し
た

状
態
に
変
化
す
る
」
こ
と
を
コ
ア
の
意

味
と
し
な
が
ら
、
具
体
的
内
容
に
つ
い

て
は
、
ベ
ト
ナ
ム
が
置
か
れ
た
段
階
、

文
脈
、
時
代
に
応
じ
て
変
わ
り
得
る
こ

と
を
示
唆
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
柔
軟

性
、
包
容
力
が
、「
ド
イ
モ
イ
」
と
い

う
言
葉
が
三
〇
年
も
の
間
ベ
ト
ナ
ム
の

主
流
路
線
を
表
現
す
る
言
葉
と
し
て
用

い
ら
れ
続
け
て
き
た
理
由
の
ひ
と
つ
だ

と
考
え
ら
れ
る
。 寺

本
　
実

特
集
に
あ
た
って

●
歴
史
的
経
緯

　

次
に
、
歴
史
的
経
緯
（
年
表
参
照
）

に
つ
い
て
述
べ
て
本
稿
を
終
え
た
い
。

　

一
九
七
五
年
四
月
三
〇
日
に
ベ
ト
ナ

ム
戦
争
が
終
わ
っ
た
。
そ
し
て
、
一
九

七
六
年
四
月
の
国
会
代
表
選
挙
を
経
て

同
年
六
月
～
七
月
に
南
北
統
一
国
会
が

開
催
さ
れ
た
。
同
国
会
で
現
在
の
ベ
ト

ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国
が
成
立
す
る
。

　

当
初
、
国
作
り
の
中
心
的
課
題
は
、

社
会
主
義
的
工
業
化
（
高
度
成
長
を
伴

う
重
工
業
化
）
の
短
期
達
成
に
置
か
れ

た
。
工
業
化
を
達
成
す
る
期
間
は
約
二

〇
年
と
考
え
ら
れ
て
い
た
（
参
考
文
献

③
）。
し
か
し
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
問
題
の

発
生
、
ソ
連
・
東
欧
支
援
の
有
償
化
・

借
款
化
、
自
然
災
害
な
ど
、
様
々
な
要

因
に
よ
っ
て
実
現
は
困
難
と
な
っ
た
。

　

ベ
ト
ナ
ム
戦
争
中
か
ら
続
い
て
き
た

生
産
や
生
活
物
資
を
国
家
が
管
理
し
、

廉
価
な
価
格
で
労
働
者
・
賃
金
生
活
者

等
に
供
給
す
る
制
度
は
、
外
国
か
ら
の

援
助
に
依
拠
し
て
お
り
、
ま
た
、
戦
時

中
ゆ
え
に
人
々
の
間
に
存
在
し
た
強
い

連
帯
感
に
支
え
ら
れ
て
い
た
。
終
戦
に

よ
り
、
制
度
を
支
え
て
き
た
そ
う
し
た

諸
条
件
は
既
に
変
化
し
て
い
た
。

　

そ
れ
に
も
拘
わ
ら
ず
、
当
局
は
戦
時

中
に
形
成
さ
れ
た
制
度
、
体
制
を
戦
後

も
基
本
的
に
維
持
し
続
け
た
。
そ
の
た

め
、
国
は
膨
大
な
財
政
赤
字
を
抱
え
る
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こ
と
に
な
っ
た
。
そ
し
て
一
九
八
〇
年

代
前
半
に
は
抜
本
的
な
対
策
を
と
ら
な

け
れ
ば
国
家
自
体
が
危
機
に
瀕
す
る
と

い
う
よ
う
な
事
態
を
迎
え
た
。
当
局
も

改
革
の
必
要
性
を
認
識
し
、
配
給
制
度

の
廃
止
な
ど
改
革
へ
の
取
り
組
み
を
模

索
し
て
い
た
時
期
に
、
第
六
回
党
大
会

が
開
催
さ
れ
た
。

　

第
六
回
党
大
会
で
は
以
下
の
方
向
性

が
定
め
ら
れ
た
（
参
考
文
献
①
、②
、③
、

④
、
⑤
、
⑥
、
⑦
、
⑧
）。

⑴�

社
会
主
義
を
建
設
す
る
過
程
は
比
較

的
長
期
の
過
程
で
あ
る
と
の
歴
史
的

過
程
に
対
す
る
認
識
の
見
直
し
。

⑵�

従
来
の
重
工
業
優
先
の
高
度
経
済
成

長
路
線
は
ベ
ト
ナ
ム
の
現
状
に
合
わ

ず
、
農
業
を
重
視
す
る
な
ど
、
民
生

の
安
定
を
優
先
し
、
現
実
的
な
経
済

建
設
を
追
求
す
べ
き
。

⑶�

現
実
の
生
産
力
水
準
を
無
視
し
た
国

営
化
・
集
団
化
も
⑴
に
鑑
み
て
誤
り

で
あ
り
、
現
段
階
で
は
、
市
場
経
済

原
理
を
採
用
し
、
多
セ
ク
タ
ー
か
ら

な
る
混
合
経
済
体
制
を
と
る
べ
き
。

⑷�

自
力
更
生
路
線
も
誤
り
で
あ
り
、
国

際
分
業
へ
積
極
的
に
参
加
し
て
初
め

て
経
済
発
展
を
達
成
し
得
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
行
き
詰
ま
っ
た
従
来

路
線
か
ら
の
方
向
転
換
が
第
六
回
党
大

会
で
決
め
ら
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
現
在

に
至
る
ド
イ
モ
イ
路
線
へ
の
道
筋
が
開

か
れ
た
。
そ
し
て
一
九
八
九
年
三
月
に

開
か
れ
た
第
六
期
第
六
回
党
中
央
委
総

会
ま
で
に
、
行
政
手
段
に
よ
ら
な
い
市

場
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
基
づ
く
価
格
形
成
等

に
つ
い
て
党
内
で
方
針
が
固
め
ら
れ
る

（
参
考
文
献
⑦
）。
一
九
九
四
～
九
六
年

に
は
、
現
在
も
続
く
工
業
化
・
近
代
化

推
進
路
線
が
登
場
し
、
第
八
回
党
大
会

で
二
〇
二
〇
年
ま
で
に
基
本
的
に
工
業

国
に
な
る
と
の
目
標
が
定
め
ら
れ
た
。

　

対
外
関
係
で
は
、
一
九
七
八
年
一
二

月
の
カ
ン
ボ
ジ
ア
侵
攻
、
駐
留
に
よ
っ

て
悪
化
し
た
西
側
諸
国
、
中
国
、
東
南

ア
ジ
ア
諸
国
等
と
の
関
係
が
、
一
九
八

九
年
九
月
の
カ
ン
ボ
ジ
ア
駐
留
軍
撤
退

に
よ
っ
て
改
善
に
向
か
っ
た
。
一
九
九

五
年
七
月
に
は
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合

（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
）
へ
の
加
盟
を
実
現
し
、

同
年
八
月
に
は
ア
メ
リ
カ
と
の
国
交
正

常
化
を
正
式
に
果
た
す
。
そ
し
て
ベ
ト

ナ
ム
は
、
二
〇
〇
〇
年
七
月
に
ア
メ
リ

カ
と
通
商
協
定
を
締
結
し
た
。
二
〇
〇

一
年
一
一
月
に
党
政
治
局
が
国
際
経
済

参
入
に
関
す
る
決
議

を
出
し
た
翌
月
、
米

越
通
商
協
定
は
発
効

す
る
。

　

そ
の
後
、
国
際
経

済
参
入
に
向
け
た
動

き
を
ベ
ト
ナ
ム
は
さ

ら
に
推
し
進
め
、
二

〇
〇
六
年
に
は
一
九

九
五
年
に
加
盟
申
請

を
行
っ
て
以
来
一
一

年
に
及
ん
だ
世
界
貿

易
機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）

加
盟
交
渉
が
妥
結
し
、
批
准
手
続
き
も

終
了
し
た
。　

　

二
〇
〇
七
年
一
月
、
ベ
ト
ナ
ム
は
Ｗ

Ｔ
Ｏ
加
盟
国
と
な
っ
た
。

（
て
ら
も
と　

み
の
る
／
ア
ジ
ア
経
済

研
究
所　

東
南
ア
ジ
ア
Ⅱ
研
究
グ
ル
ー

プ
）

《
参
考
文
献
》

①�

木
村
哲
三
郎
『
ベ
ト
ナ
ム
―
―
党
官

僚
国
家
の
新
た
な
挑
戦
―
―
』
ア
ジ

ア
経
済
研
究
所
、
一
九
九
六
年
。

②�

桜
井
由
躬
雄
『
ハ
ノ
イ
の
憂
鬱
』
め

こ
ん
、
一
九
八
九
年
。

③�

白
石
昌
也
『
ベ
ト
ナ
ム
―
―
革
命
と

建
設
の
は
ざ
ま
―
―
』
東
京
大
学
出

版
会
、
一
九
九
三
年
。

④�

白
石
昌
也
・
竹
内
郁
雄
編
『
ベ
ト
ナ

ム
の
ド
イ
モ
イ
の
新
展
開
』
ア
ジ
ア

経
済
研
究
所
、
一
九
九
九
年
。

⑤�

坪
井
善
明
『
ヴ
ェ
ト
ナ
ム
―
―
「
豊

か
さ
」
へ
の
夜
明
け
―
―
』
岩
波
書

店
、
一
九
九
四
年
。

⑥�

古
田
元
夫
『
ベ
ト
ナ
ム
の
現
在
』
講

談
社
、
一
九
九
六
年
。

⑦�

―
―
―
『
増
補
新
装
版
ベ
ト
ナ
ム
の

世
界
史
―
―
中
華
世
界
か
ら
東
南
ア

ジ
ア
世
界
へ
―
―
』
東
京
大
学
出
版

会
、
二
〇
一
五
年
。

⑧�

『
ア
ジ
ア
動
向
年
報
』（
各
年
版
）
ア

ジ
ア
経
済
研
究
所
。

参考年表
年代 主な出来事

1975 年 4 月 ベトナム戦争終結（4 月 30 日）
1976 年 6 〜 7 月 南北統一第 1 回国会を開催。現在のベトナム社会主義共和国成立
1976 年 12 月 第 4 回党大会を開催。社会主義的工業化の短期達成を目指す

1979 年 8 月
第 4 期第 6 回党中央委員会総会（以下、党中央委総会）を開催。地方の裁
量権拡大、非社会主義 セクターの積極的活用など、国内の潜在力発揮を模
索

1981 年 1 月 党書記局が生産物請負制の適用を促進する 100 号指示を出す

1982 年 3 月 第 5 回党大会を開催。ベトナムの状況を社会主義への「過渡期」の「最初の
段階」と規定。特に農業、そして消費財生産、輸出振興に重点

1985 年 6 月 第 5 期第 8 回党中央委総会、価格 - 賃金 - 通貨の一斉改革の断行を決議。全
国的規模で配給制度の廃止に取り組みへ

1986 年 7 月 レ・ズアン党書記長死去。後任には党内序列 2 位のチュオン・チンが就任
1986 年 12 月 第 6 回党大会を開催。ドイモイ路線を正式に採択
1987 年 12 月 第 8 期第 2 回国会、外国投資法を可決
1988 年 4 月 党政治局が個々の農家を農業経営の基本単位と認める第 10 号決議を出す
1988 年 女性作家ズオン・トゥー・フォンの長編小説『虚構の楽園』が出版される

1989 年 中国との国境貿易が再開。クアンニン省モンカイ近くの国境は 2 月初めに開
放されたとの報道

1989 年 3 月 第 6 期第 6 回党中央委総会で市場経済化に向けた具体的な合意を形成
1989 年 9 月 カンボジア駐留ベトナム軍の撤退が完了

1990 年 3 月 第 6 期第 8 回党中央委総会で積極的な政治改革の必要を主張したチャン・
スアン・バィック党政治局員が解任される

1990 年 7 月 『虚構の楽園』の作者ズオン・トゥー・フォン、共産党の党籍を剥奪される。
1991 年 4 月には「国家機密漏洩」との名目で逮捕拘留

1991 年 6 月 第 7 回党大会を開催。マルクス・レーニン主義に加え、「ホー・チ・ミン思想」 
が党の思想的基盤、行動指針とされる

1992 年 4 月 第 8 期第 11 回国会において 1992 年憲法を制定。「国家の管理を伴った市場
経済メカニズムに従った多セクター商品経済」の発展について定める

1994 年 1 月 任期中間党大会、開催。工業化・近代化推進の段階に入ったとの認識示す
1994 年 2 月 アメリカの対ベトナム経済制裁が解除される
1995 年 7 月 東南アジア諸国連合（ASEAN）に加盟
1995 年 8 月 アメリカと外交関係樹立文書を交換

1996 年 6 〜 7 月 第 8 回党大会を開催。工業化・近代化推進の段階に入っているとし、2020
年までに基本的に工業国になるとの目標が定められる

2000 年 7 月 アメリカと通商協定に調印

2001 年 4 月 第 9 回党大会を開催。外国投資セクターを正式な経済セクターとして位置
付け。2020 年までに基本的に近代志向の 1 工業国になることを目指す

2001 年 11 月 党政治局が国際経済参入について決議を出す
2001 年 12 月 米越通商協定が発効
2001 年 12 月 第 10 期第 10 回国会で 1992 年憲法修正・補充決議が可決される
2004 年 11 月 党政治局が工業化・近代化推進期における環境保護について決議を出す

2006 年 4 月
第 10 回党大会を開催。2006~2010 年を 2020 年までに基本的に近代志向の
1 工業国になるための土台作りの時期と位置づけ。低開発状態からの脱却を
目指す

2007 年 1 月 世界貿易機関（WTO）に加盟

2011 年 1 月
第 11 回党大会を開催。2011~2015 年を 2020 年までに基本的に近代志向の
工業国になるための土台作りの時期と位置づけ。物的資本の投入に依拠する
従来の経済成長モデルから労働生産性・技術レベルの向上等に基づく経済成
長への転換模索へ

2013 年 11 月 第 13 期第 6 回国会、2013 年憲法を制定

2014 年 5 〜 7 月 ホアンサ（西沙）諸島の近海、ベトナムの排他的経済水域内で中国が石油掘
削機を設置し活動。ベトナム側は同海域に船舶を出して、強く抗議

2015 年 4 月 グエン・フー・チョン党書記長、中国訪問
2015 年 7 月 グエン・フー・チョン党書記長、アメリカ訪問。党書記長の訪米は初

2016 年 1 月 第 12 回党大会を開催。2020 年までに基本的に近代志向の工業国になるため
に設定した多くの目標指標が未達成であることを認める

（出所）�参考文献①、②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧等に基づき筆者作成。
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